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１．はじめに

最近の既存住宅流通をめぐる市場動向（着眼点）

3

 首都圏のマンション市場では既存住宅流通量が新築を上回る

 ネット時代で不動産流通会社と顧客間の情報格差（非対称性）が格段に縮小

 質の高いサービスを提供できる不動産会社が選択される時代

 不動産流通業でのＩＴ利活用の裾野が広がる



4

人が主役の不動産流通業がストック社会を支える重要な産業として

高い社会的プレゼンスを確立できるよう、

消費者の満足度( Customer Satisfaction=ＣＳ)と

従事者の働きがい(Employee Satisfaction=ＥＳ)の双方を向上させるべく、

生産性向上･効率化にもつながるような

不動産流通のスタンダード（枠組み）作りを目指す。

✔ 不動産流通市場・取引の実態を踏まえた流通制度・システムの整備（P16-19）

✔ 消費者から真に期待・信頼・尊敬される不動産流通業の展開（P20）

✔ ＩＴ技術の活用等によるＣＳとＥＳの向上（P21-22）

ポ
イ
ン
ト

目
指
す
べ
き
方
向



２．多様化する既存住宅流通市場の動向
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図1 FRK既存住宅流通推計量（全国ベース）

２－① 既存住宅のマーケットボリューム（全国）
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既存住宅（中古住宅）市場は流通量が着実に拡大、住宅市場に占める既存住宅の割合は37.４％へと拡大
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図2 ＦＲＫ既存住宅流通推計量（平成28年速報値）（都道府県ベース）

２－② 既存住宅のマーケットボリューム（都道府県別）
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２－③ 首都圏のマンション動向

首都圏の既存（中古）マンション市場はこの22年間で5割増加

既存マンションが既存住宅全体の7割強

図3 首都圏の中古戸建て及び中古マンション成約件数、新築マンション発売戸数

※東日本不動産流通機構データ(首都圏・中古戸建て及びマンション成約件数) 、

不動産経済研究所「2017全国マンション市場動向」「全国マンション市場40年史」を元にFRKにて作成

1995年～2005年の中古戸建て及び中古マンション成約件数は年度集計

※首都圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
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図4 首都圏の超高層マンション（分譲・20階建て以上）竣工戸数

２－④ 超高層マンションの竣工戸数の推移（首都圏）

※不動産経済研究所「超高層マンション市場動向2018年」を元にＦＲＫにて作成

首都圏での超高層マンションの供給は1992年当時から大きく増加

2,352 

1,091 1,414 

525 220 

2,423 
1,878 

2,801 

5,331 
6,009 

7,191 

11,299 

9,511 

15,133 

13,437 

19,429 

16,708 16,570 

9,801 

7,128 

8,798 
9,548 

5,566 

13,388 

7,359 

5,584 

0

5

10

15

20

25

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

分譲戸数 累計

〔戸〕 累計〔万戸〕

9

20万戸



図5 投資用マンションの供給戸数

２－⑤ 投資用マンションの供給戸数の推移

※㈱東京カンテイが保有する全国主要17都府県の分譲マンションデータを元にＦＲＫにて作成
※首都圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

投資用マンション（30㎡未満のワンルームマンション等を投資用とみなす）の供給は、この25年間で着実に増加

首都圏での投資マンション供給は全体の6割強
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図6 既存住宅購入者が住宅購入に当たって探した住宅

２－⑥ 消費者の既存住宅購入にかかる意識調査

既存住宅購入者のうち、既存住宅を中心に探した割合は過半数

※ FRK「不動産流通業に関する消費者動向調査」

本調査は、首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で調査年の前年4月1日から当年3月31日の間に、購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象

とした調査。調査対象者の抽出にあたっては、ＦＲＫ会員会社が住宅タイプ（新築戸建て、新築マンション、既存戸建て、既存マンション）のバランスに配慮し、

対象を抽出。2018年調査では、発送総数：2,539 回答数：870 回答率：34.3％。
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図7 既存住宅を購入した理由

２－⑥ 消費者の既存住宅購入にかかる意識調査

※ＦＲＫ「不動産流通業に関する消費者動向調査」より

既存住宅購入者は 希望エリア ・ 手頃な価格 ・ 良質な物件 が購入の決め手、ストックの厚みも評価
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図8 不動産会社を選んだ理由

２－⑥ 消費者の既存住宅購入にかかる意識調査

※ＦＲＫ「不動産流通業に関する消費者動向調査」より
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不動産会社の選択は「信頼性の高さ」が決め手
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不動産会社の信頼性の高さ



３．消費者ニーズの多様化と

不動産流通業の目指すべき方向
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３－① 多様化する既存住宅流通市場（問題提起）

投資需要

戸建て

マンション

15

従来の既存住宅流通市場の活性化策

⇒ どちらかといえば下図のＡの領域に焦点を当ててきたのではないか。

現状はＣ、Ｄの領域も拡大し、顧客ニーズが多様化している。
・単身世帯・高齢者の増加等による住まい方の変化
・資産運用としての不動産需要の裾野拡大、国際化 など

マ
ー
ケ
ッ
ト

の
現
状

不動産の特性、需要に即した流通制度・システムの整備を推進することで、
消費者から期待・信頼・尊敬される不動産流通業という社会的評価を確立し、
消費者の満足度（ＣＳ）の向上を目指すとともに、
従事者の働きがい（ＥＳ）の向上等に努めることが求められる。

目
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す
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き

方
向
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３－② 不動産流通市場・取引の実態を踏まえた流通制度・システムの整備
（戸建てとマンションの特性の違い）

 土地・建物すべて単独所有・専用

 設計・維持管理上、個人の自由度

が高い（オーダーメイド的）

 物件ごとの個別性が高い

 建物建築後の維持･修繕の履歴情

報･資料が重要

戸建て

16

 建物の構造上重要な部分は共有・

共用

 設計・維持管理上、個人の自由度

が小さい（レディメイド的）

 住戸ごとの個別性は少ない

 物件調査に際しては管理の状況が

重要

マンション



３－② 不動産流通市場・取引の実態を踏まえた流通制度・システムの整備
（戸建ての課題）

今
後
の
課
題
・
提
案
等

 建物状況調査はその先の保証と併せて、

既存戸建て住宅購入者の安心を担保する施策

として有効

 実務上の課題（下表ご参照）に対処しながら

制度の普及を図る

こ
れ
ま
で

の
取
組
み

 建物状況調査の制度開始

一部宅建業者は宅建業法に沿った状況調査とこれに基づく瑕疵保証サービスを実施

 住宅履歴情報の制度

「いえかるて」

 制度活用のため、

住宅購入検討者や

宅建業者への開示

拡大等が検討課題
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（共通） ・調査依頼後結果が出るまで２～３週間を要し、営業現場には厳しい
・買主は無償なら積極的、売主は消極的
・インスペクターの不足、個人の資質にばらつき
・費用負担にトラブルのリスク有

建物状況調査の
実務上の課題
（現場の声）



３－② 不動産流通市場・取引の実態を踏まえた流通制度・システムの整備
（マンションの課題）

 建物状況調査の制度が開始

一部宅建業者は、各社独自の基準による水回り等の設備を

含む調査とこれに基づく保証サービスを実施

 マンション管理業協会の協力の下で情報提供の仕組みを整備

 「マンションみらいネット」による管理組合の運営状況等の電子登録制度

 建物状況調査は戸建てと

同じ制度では機能しにくく、

制度の見直しが望まれる

（例：管理組合の同意のルール化

管理会社による定期点検

を調査に組み込む等)

 重要事項説明の運用の弾力化等の検討

今後、タワーマンションも含め老朽化

が進むことも踏まえ、管理組合・行政・

関連業界の連携の下で、管理情報の調査

に当たってのガイドライン（大規模修繕

計画関係の説明範囲等）の制定等を検討

することが必要
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下線は行政の取り組みが必要な提案等 （マンション）
・管理組合の調査への同意手続きが不明確等により、管理組合の同意が得られない
・万一、共用部分に問題が見つかった場合の対応も不明確で不安

建物状況調査の
実務上の課題
（現場の声）

今
後
の
課
題
・
提
案
等

こ
れ
ま
で

の
取
組
み



３－② 不動産流通市場・取引の実態を踏まえた流通制度・システムの整備
（ニーズの多様化）
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(注)ライフステージに応じて住み替える際に、当初自己居住用に購入した住宅を賃貸住宅
として運用し、新たな住宅を求めるなど、最近では実需と投資需要の境目が曖昧で

ある事例も増加していると思われる。

ニ
ー
ズ
の

多
様
化

提
案
等

実需(自己居住) 投資需要

世帯構成の変化・ライフフスタイルの変化とともに、
消費者ニーズの多様化が進展

・単身者・二人世帯・高齢者世帯が増加
・利便性の重視
・近居・二地域居住へのニーズの高まり

・資産運用等の投資目的の需要は、
アマチュア投資家や外国人など顧客の裾野が拡大

・リスクと引き換えにリターンを狙う

 新築・既存住宅を問わない税制

 コンパクトマンション等の多様なニーズへの対応を支えるための税制

（例：税制上の面積要件50㎡の引き下げ、二戸目住宅等）

 投資需要における消費者保護のあり方を検討しても良いのではないか

下線は行政の取り組みが必要な提案等



３－③ 消費者から真に期待・信頼・尊敬される不動産流通業の展開

20

実需(自己居住) ：

ライフスタイルの多様化に応じた提案力、

相続等のコンサルティング能力の向上

投資需要 ：

投資目的に応じた提案力の向上、

ファイナンシャルプランナー等の資格取得

両輪で消費者の信頼を獲得

 従事者のキャリアアップ・プロセスの見え

る化、資格取得の推奨

 働き方の見直し、ＩＴ技術を活用した業務

効率化と負担軽減

専門性を備えた人材の育成 従事者のモチベーションの向上



（1）業務効率化のツール

（顧客管理システム（ＣＲＭ）、トレーディング・マネジメント・システム）

 ＡＩによる見込み顧客の有望度推定機能・顧客折衝状況のマネジメント等の営業支援

 重要事項説明･契約･登記･文書の保管等の各段階の電子化（重説の記名押印義務の規制見直しの検討が必要になる）

（2）契約書・重要事項説明の作成支援・法令等との整合性チェック

ＦＲＫの今年度研究助成で、オントロジー工学を活用したベテラン宅建士のノウハウの構造化・文書化の研究に着手

３－④ ＩＴ技術の活用等によるCSとESの向上

（1）ＡＩ(アルゴリズムなど)を用いた価格推定システム

（2）ＶＲによる物件内見

（3）ＡＩを用いた物件の自動推薦システム

現在活用されているＩＴ技術の事例

今後開発が予想されるＩＴ技術の事例
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Homeasure 試作機（内部写真）

温湿度センサー

Co2濃度センサー

照度・赤外線
センサー

加速度センサー
（Co2センサーの下）

紫外線センサー

図9 不動産物件の住み心地計測のために研究開発した
ＩｏＴ センサー

(a) 2016年12月に計測実験を

行った品川区高輪の中古マン

ション物件

(b) 3F と10F の日照時間・照度

計測

(c) 10F の物件の窓付き部屋と

窓なし部屋における温度計測

図9･図10はＦＲＫコミュニケーション2018年7月号より転載

図10 ＩｏＴ センサーによる計測結果
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(a)

(b)

(c)

窓付きの部屋の方が窓なしの部屋より寒く、

日中と夜間の寒暖差が大きいことがわかる。

（3）ＩｏＴセンサーの活用

「住み心地」のデータを可視化（ＦＲＫ平成28年度研究助成対象）

３－④ ＩＴ技術の活用等によるCSとESの向上

(a)

(b)

(c)



ご清聴ありがとうございました

一般社団法人不動産流通経営協会


